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指定難病の医療費助成制度について 
原因が不明で治療方法が確立していない、いわゆる難病のうち、厚生労働大臣が指定する疾病を「指定難病」と

いい、現在338疾病が指定されています。治療が極めて困難であり、その医療費も高額となるため、一定の基準を

満たしている方に対して、指定難病の治療に係る医療費の一部を助成しています。 

 

 

指定難病に係る医療費助成を受けるには、支給認定の申請を行い、認定される必要があります。 

１(1)必要書類 

書類名 注意事項 

① 支給認定申請書 用紙は保健所にございます。申請時に窓口にてご記入ください。 

② 臨床調査個人票 指定医が記載したものに限ります。（記載日から６か月以内のもの） 

③ 健康保険証のコピー 

※次ページをご確認ください 

加入している保険により、誰のものを提出するかが異なります。 

※Ａ４サイズの用紙にコピーしてお持ちください。 

④ 同意書 
保険者に対し、高額療養費の適用区分を照会するために必要な書類です。

用紙は保健所にございますので、申請時に窓口にてご記入ください。 

⑤ 個人番号 番号確認書類 

※次ページをご確認ください 

窓口で番号確認が必要になります。 

個人番号カード、通知カード（記載内容に変更が無いものに限る）、マイ

ナンバー入り住民票等、個人番号が確認できる書類（原本）をご持参く

ださい。（「個人番号通知書」は番号確認書類としては利用できません。） 

※患者本人が18歳未満の場合、保護者の個人番号も必要です。 

⑥ 個人番号 身元確認資料 

（個人番号を提出する方全員分） 

 

・以下の書類のうち１つ(顔写真の表示があるもの) 

個人番号カード(顔写真付)、運転免許証、障害者手帳、パスポート等 

・顔写真付きの身分証明書の用意が困難な場合は以下の書類のうち２つ 

公的医療保険の被保険者証、年金手帳、住民票の写し等 

※患者本人が18歳未満の場合、保護者の身分証明書も必要です。 

(2)該当する場合のみ提出が必要な書類 

書類名 提出が必要な場合 

① 委任状 及び 受任者の身分確認資料 

・患者本人と住民票上別世帯の方が申請する場合、委任状が必

要です。任意の様式で構いませんので、委任者（患者本人）

と受任者（申請者）の氏名、住所および委任事項（指定難病

申請に係ること、など）を記載したものをご用意ください。 

・受任者の方の身分が分かる資料をお持ちください。 

② 収入が確認できる書類 

(令和４年1月から令和４年12月) 

非課税かつ患者本人の公的年金収入と合計所得金額の合計が

80万円以下である場合 

障害年金、遺族年金、特別児童扶養手当等の給付がある場合、

その給付額が確認できる書類 

例)年金改定通知書コピー、年金払込通知書コピー、振込みを

受けている通帳のコピー(表紙と該当期間の部分)等 

③ 指定難病医療受給者証のコピーまたは、小

児慢性特定疾病医療受給者証のコピー及び

その方の保険証のコピー 

・同じ医療保険に加入している方で、指定難病又は小児慢性特

定疾病医療受給者がいる場合 

・受診者本人が小児慢性特定疾病医療受給者である場合 

④ 指定難病の治療に係る領収書等                

・申請月を含む過去 12 か月の間に、指定難病でかかった月ご

との医療費総額（10割）が33,330円を超える月が３回以上

ある場合（軽症高額該当として認定を受けやすくなります。） 

・基準を満たす場合は該当の領収書等をご持参ください。 

※提出いただいた書類が不足の場合や、市民税未申告でマイナンバーによる情報連携により税額が確認できない

場合は、追加で書類の提出やお手続きを求める場合があります。 

医療費助成の申請手続き 

 

令和５年７月１日から令和６年６月30日までに初めて申請される方へ 

 静岡市  
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２ 加入保険種別ごとの提出書類と課税状況の確認 

 保険者名（称） 保険種別  保険者名（称） 保険種別 

○○市、○○町 等 『国保』 ○○後期高齢者医療広域連合 『後期高齢』 

○○国民健康保険組合 『国保組合』 

全国健康保険協会○○支部、 

○○健康保険組合、 

○○共済組合      等 

『被用者保険』 

. 

※１ 負担上限月額の算定のため、対象者（受診者本人と支給認定基準世帯員）の課税状況の確認をマイナ

ンバー照会により行います。一部の方を除き、課税証明書の提出は不要です。証明書が必要な方には、

申請時にご案内します。また、対象者の中で令和５年度市・県民税未申告の方がいる場合は、市・県

民税の申告が必要となります。市民税課にて事前に申告のうえ、申告の控え（市民税・県民税申告書 受

付書）を申請時にお持ちください。万一未申告のままの場合には、上位所得として算定されます。（収

入の無い「平成19年４月２日」以降に生まれた方については申告は不要です。） 

※２ 被保険者が非課税の場合には、受診者本人の課税状況および収入も確認します。（申告が必要） 

※３ 受診者本人が18歳未満の場合 

 課税状況で全ての市・県民税課税額が０円の場合、「保護者全て」の課税状況を確認します。申請書の裏面３に該当す

る障害年金等の収入がある場合は、「保護者全て」の収入を確認する書類が必要となります。ただし、該当する収入が

80万円を超えている場合には提出は不要です。 

 

３ 申請先 

受診者本人（18歳未満の場合はその保護者）が静岡市にお住まいの方は、下記の窓口でお手続きください。 

静岡市保健所 保健予防課 難病支援係  葵区城東町24-１ 電話：054-249-3177 

静岡市保健所清水支所 保健予防係    清水区旭町６-８  電話：054-354-2153 

※ 新規申請に限り、東部・北部・藁科・南部・長田・大里・清水・蒲原の各保健福祉センターでも申請する

ことができます。ただし各保健福祉センターでは、申請時に窓口で世帯状況等の確認をとることができな

いため、後日保健所から追加で書類の提出やお手続きをお願いする場合がありますのでご了承ください。 

 

４ 審査 

 指定難病にかかっているだけでは支給を受けることはできません。 

 審査は、厚生労働省が各疾患ごとに定める認定基準（診断基準および重症度分類）に基づいて専門医が行

います。審査の結果、支給を認定できない場合もあります。 

 病状の程度が個々の指定難病の特性に応じ、日常生活又は社会生活に支障があると医学的に判断される程

度である場合に、支給を受けることができます。 

 ただし、症状が認定基準（重症度分類）に満たない方でも、申請月を含む過去12か月の間に、指定難病

でかかった月ごとの医療費総額が 33,330 円を超える月が３回以上ある場合は、支給の対象となります。

該当の場合は、軽症高額該当として申請が必要となります。詳細については窓口までお問合せください。 

 健康保険証のコピー 

※添付が必要です 

個人番号の確認 ※１ 

※必要書類です 

市民税県民税課税証明書 

（アスタリスク不可） 

国保 
同じ住民票上の世帯の方全

員分（別保険の方を含む） 

本人及び健康保険証の記号

番号が同じ方全員分 

不要 

 

国保組合 
同じ住民票上の世帯の方全

員分（別保険の方を含む） 
本人及び健康保険証の記号

番号が同じ方全員分 

本人 及び 健康保険証の記号

番号が同じ方全員分 

後期高齢 
同じ住民票上の世帯の方全

員分（別保険の方を含む） 

本人及び後期高齢に加入さ

れている方全員分 

不要 

 

被用者保険    

 

 

 

患者本人が被保険者

（本人）の場合 患者本人分 

本人 

※３ 18歳未満の場合、 

  保護者の分も必要です 

非課税の場合のみ 

患者本人（被保険者）分 

患者本人が被扶養者 

（家族）の場合 
患者本人分 本人及び被保険者 ※２ 

被保険者が非課税の場合の

み、被保険者の分 

保険種別 

提出書類 
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５ 受給者証の交付 

 審査の結果、支給が認定された場合、特定医療費（指定難病）受給者証をご自宅に郵送します。 

 認定されなかった場合も、その旨の通知をご自宅に郵送します。 

 

６ 受給者証の有効期間 

   新規に認定された場合……申請のあった日から最初に到来する９月30日まで 

※申請日が７月１日～９月30日の場合は、有効期間終了日は翌年の９月30日となります。 

 更新の場合 ………………毎年10月１日から翌年９月30日まで 

【ご注意ください】 

 支給認定された場合、受給者証の有効期間の開始日は、申請先窓口で必要な申請書類を提出し、受付をし

た日からになります。 

 審査の決定までには、申請を受付した日から概ね３か月程度かかります。 

 

 

 

 

 

○ 医療費助成の対象となる医療機関は、「病院・診療所」、「薬局」、「訪問看護ステーション」です。 

このうち、各都道府県および指定都市が指定する『指定医療機関』での受療のみ助成の対象となります。 

 

○ 申請書に、指定難病の治療で受診を希望する医療機関名を書いていただきます（複数可）。 

（指定難病でかかっている病院・薬局・訪問看護ステーション等の名称と住所がわかるもの（お薬手帳や領収

書等）をご持参ください。） 

 

 ※申請時に登録できる指定医療機関は、指定難病の治療のためにかかるものに限ります。主治医が指定難病との

関連性を認めていない場合は、登録することができません。 

 ※R4.10.1から、難病法に基づき指定された指定医療機関における指定難病に関する医療であれば、新たに利用

する指定医療機関として事前の申請をしなくても、助成対象として受診できるようになりました。そのため、

今後は医療機関追加・変更の手続きは不要となります。 

 

○ どの医療機関が指定されているかについては、医療機関のある都道府県・指定都市のホームページをご覧いた

だくか、保健予防課難病支援係までお問い合わせください。 

 

 

 

＜助成対象となる医療の内容＞ 

認定された疾病やその疾病に附随して発現する傷病に対する医療 

＜医療保険＞ 

・医療保険の一部負担額（入院・外来） 

・院外薬局での保険調剤 

・訪問看護 

 

＜介護保険＞ 

・（介護予防）訪問看護 

・（介護予防）訪問リハビリテーション 

・（介護予防）居宅療養管理指導 

・介護療養施設サービス 

・介護医療院サービス 

 

医療費助成の対象となる医療機関 
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○ 支給認定された疾病の治療については、医療費の自己負担割合が３割の方は、２割になります。（１割または

２割の方についてはそのままです。） 

 

○ 支給認定された疾病の治療について、２割（または１割）で支払いをしていて、自己負担上限月額を超えた場

合は、その月はそれ以降お支払の必要はありません。 

 

○ 登録した中で受診した複数の医療機関等の自己負担をすべて合算した上で負担上限月額を適用します。「負担

上限月額管理票」という緑色の紙を指定医療機関に提示して、月ごとの自己負担額を管理します。 

 

 

【自己負担上限月額】 

階層 

区分 

階層区分の基準 

（市民税所得割額は、指定都市以外の所得割の標準

税率に基づいた税額を参照 ） 

一般 
高額かつ長期 

※１ 

人工呼吸器

等装着者 

※２ 

生 活 保 護 ― 0 0 0 

低 所 得 Ⅰ 市・県民税 

非課税 

（世帯） 

本 人 年 収 ～ 8 0 万 円 2,500 2,500 

1,000 

低 所 得 Ⅱ 本 人 年 収 8 0 万 円 超 5,000 5,000 

一 般 所 得 Ⅰ 
市 ・ 県 民 税 

課 税 

（ 世 帯 ） 

市

民

税

所

得

割

額 

7万1千円未満 10,000 5,000 

一 般 所 得 Ⅱ 7 万 1 千円～25 万 1 千円未満 20,000 10,000 

上 位 所 得 25万1千円～ 30,000 20,000 

入院時の食費 全額自己負担（※生活保護は自己負担なし） 

                                        （単位：円） 
※１ 「高額かつ長期」：認定期間内において、月ごとの医療費総額が５万円を超える月が年間６回以上ある者 

※２ 「人工呼吸器等装着者」：臨床調査個人票の中に人工呼吸器等装着者であることの記載があり、認定基準を満た

している場合に適用 

 

 

 

 

 

 

 

医療費助成の金額 

 

問い合わせ先 

静岡市保健所 保健予防課 難病支援係  葵区城東町24-１   電話：054-249-317７ 

静岡市保健所清水支所    保健予防係  清水区旭町6-8     電話：054-354-2153 

 

 


